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組織間管理会計と会計情報
TCO に関する議論を中心に

坂　口　順　也

1 　はじめに

　現在、組織間関係（とりわけバイヤー・サプライヤー関係）を対象とし、そこにおけるコン

トロール・システムの設計や多様な情報の利用を検討する組織間管理会計は、管理会計の主要

な研究領域として国内外で広く検討されている（坂口・河合，2011）。例えば、欧米において

は、日本企業（Cooper & Yoshikawa，1994）、在外日本企業（Carr & Ng，1995）だけでな

く、欧米企業（Dekker，2003；Kajuter & Kulumala，2005）を対象としたケース研究が蓄積さ

れ、取引コスト経済学（Transaction Cost Economics：TCE）などを基礎とした統計的な実証

研究（Anderson & Dekker，2005；Dekker，2008；Dekker & Van den Abbeele，2010）が連

続して発表されている。また、組織間管理会計に関するこれまでの研究を整理し、将来の研究

の方向性について指摘したもの（Caglio & Ditillo，2008；Anderson & Dekker，2009a，2009b）

も登場し始めている。こうした動向は、日本の管理会計にも大きな影響を与えている（小林，

2004；窪田ほか，2008；坂口ほか，2009；坂口・河合，2011）。

　組織間管理会計に関する既存研究は、伝統的な自製・購入（Make or Buy）の意思決定のよ

うに意思決定の局面を対象とするのではなく、コントロール・システムの設計と利用といった

取引相手に対するコントロールの局面を対象としている点で、管理会計の新たな研究領域であ

るといえる（Gietzmann，1996；van der Meer-Kooistra & Vosselman，2000）。そのため、こ

れまでの研究の中には、組織間管理会計を「組織間コントロール：Inter-Organizational 

Controls」（Mouritsen et al.，2001 ）や「 組 織 間 関 係 の コ ン ト ロー ル：Control of Inter-

Organizational Relationships」（Dekker，2004）と呼ぶものも見受けられる。また、既存研究

では、会計情報を含む多様な情報がコントロール・システムの設計と利用に重要な役割を果た

すことが指摘されている（Dekker，2003；Tomkins，2001）。そのため、組織間における情報

の収集と利用に注目することは、組織間管理会計の研究の進展にとって不可避であるといえる。

　しかし、既存研究は、とりわけ会計情報が組織間におけるコントロール・システムの設計と

利用にどのような影響を与えているのかについて、十分に明らかにしているとはいえない。例

えば、Dekker & Van den Abbeele（2010）は、購買価格を含む多様な情報の収集が組織間の
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コントロール・システムの設計に異なる影響を与えていることを明らかにしているものの、さ

まざまな情報の収集と利用を包含したものであり、とくに会計情報に注目したものとはいえな

い。また、これまでの統計的実証研究は、組織間でのコントロール・システムとして「契約の

範囲：Control Extensiveness」など契約の内容を中心に取り上げてきたことから（Anderson & 

Dekker，2005；Dekker，2008）、組織間のコントロール・システムの中で会計情報がどのよう

に位置づけられ利用されているのかについても、未だ明確でないままである。

　そのため本研究では、「会計情報が組織間でのコントロール・システムの設計にどのような影

響を与えているのか」、および、「組織間でのコントロール・システムの中で会計情報がどのよ

うに位置づけられているのか」というテーマに取り組む基礎として、とくに購買管理の会計情

報として欧米を中心に研究が進展する TCO（Total Cost of Ownership）に注目し、今後の研

究課題を明らかにしていきたい。具体的には、組織間における情報の収集と利用についての既

存の研究や TCO に関する議論を整理し、これらの整理を踏まえて組織間管理会計の研究課題

について提示する。

2 　組織間管理会計と情報の収集・利用

　組織間管理会計の既存研究では、取引相手からの多様な情報の収集やその利用についての議

論が、既に多く積み重ねられてきた。例えば、Mahama（2006）は、オーストラリアの鉱山部

門に属する企業を対象にした質問票調査の結果を基礎に、サプライヤーからの情報の収集が共

同問題解決に有意な正の影響を及ぼすだけでなく、共同問題解決が関係パフォーマンスの向上

に有意な正の影響を及ぼすことを、PLS（Partial Least Square：部分的最小自乗法）アプロー

チを用いて明らかにしている。また、Dekker & Van den Abbeele （2010）は、ベルギー・フ

ランダースの中小企業を対象とした質問票調査の結果を基礎に、とくにサプライヤー固有の工

程技術情報が「行動のコントロール：Behavioral Control（手順管理など）」に有意な正の影響

を与え、サプライヤー固有の協力依存情報が「結果のコントロール：Outcome Control（目標の

設定と評価など）」に有意な正の影響を与えていることを、共分散構造分析における変数間の影

響をもとに明らかにしている。これらの発見事項は、サプライヤーについて収集した多様な情

報がコントロール・システムの設計と利用を促進すること、すなわち、サプライヤーから多様

な情報を収集することを通じて、組織間のコントロール・システムの高度な設計と利用が可能

になることを示しているといえる（図表 1 の実線矢印）1）。さらに、Dekker & Van den Abbeele 

1 ）	 ただし、これら二つの研究のうち、前者はとくに取引開始後の段階に注目している一方で、後者はとくに
取引開始前の段階に注目している点で異なっている。これについて、坂口ほか（2009）は、欧米の組織間管
理会計研究の多くが、コントロール・システムの設計（取引相手と締結する契約の内容など）にかかわる取
引開始前の段階に注目する傾向がある一方で、日本の組織間管理会計研究の多くが、コントロール・システ
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（2010）で見られるように、収集した情報がコントロール・システムの設計と利用を一様に促進

するものではないことも、これらの研究から読み取ることができる。

　また、これまでの研究では、サプライヤーに関する情報の収集や組織間でのコントロール・

システムの設計と利用が、取引関連要因に影響を受けることが指摘されている（図表 1 の点線

矢印）。例えば、Anderson & Dekker（2005）や Dekker（2008）は、オランダ中小企業の IT 取

引のデータを基礎として、コントロール・システムの一つである契約の範囲が、「不確実性：

Uncertainty」、「資産特殊性：Asset Specificity」、「取引規模：Size」といった取引関連要因に影

響を受けることを、共分散構造分析を用いて明らかにしている2）。具体的には、資産特殊性や取

引規模が契約の範囲に有意な正の影響を与えていること、すなわち、資産特殊性や取引規模が

拡大し、これに伴う取引リスク（関係リスクや成果リスク）が増加すると、取引リスクを縮減

するために、バイヤーは組織間のコントロール・システムを詳細に設計するようになることを

示している3）。さらに、Dekker & Van den Abbeele （2010）は、取引規模がサプライヤー固有

の工程技術情報や協力依存情報の収集を促進する一方で、資産特殊性がサプライヤー固有の協

力依存情報の収集を妨げることを示し、サプライヤーからの情報収集が一連の取引関連要因に

異なる影響を受けることを明らかにしている。加えて、この研究は、取引関連要因が情報収集

とコントロール・システムの関連性そのものにも影響を与えることを、変数間の影響を直接効

果と全体効果に区別することにより明らかにしている。そのほか、取引関連要因が組織間にお

ける情報の収集に与える影響について、隣接領域の研究である Yigitbasioglu （2010）は、スウ

ェーデンとフィンランドの質問票調査の結果を基礎に、「需要不確実性：Demand Uncertainty」

や「環境不確実性：Environmental Uncertainty」が情報の収集に有意な正の影響を与えること

を、PLS アプローチを用いて明らかにしている4）。

取引関連要因 情報収集 コントロール・
システム

図表 1：組織間管理会計と情報の収集・利用
（出所：筆者作成）

ムの利用（取引相手との協働など）にかかわる取引開始後の段階に注目する傾向があることを指摘してい
る。そのため本研究では、日本の組織間管理会計研究で検討が不足する部分を豊富にするという観点から、
おもにコントロール・システムの設計に注目して議論を進めることにする。

2 ）	 Anderson & Dekker（2005）や Dekker（2008）の詳細な解説については、坂口・河合（2011）を参照。
3 ）	 組織間における取引リスクについては、Nooteboom（1996）や Das & Teng（1996，2001）の議論を参照。
4 ）	 不確実性は、資産特殊性や取引規模と同様に、取引コスト経済学の影響を受けた実証研究で広く利用され

る概念である（例えば、Gulati，1995；Gulati & Singh，1998など）。しかし、近年、不確実性にはさまざま
な概念が含まれるため、いくつかの要因に区分すべきであるという意見が登場し始めている。詳しくは、
Geyskens et al.,（2006）を参照。
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　以上、組織間管理会計の既存研究では、（1）取引相手であるサプライヤーから多様な情報を

収集することを通じて、組織間での高度なコントロール・システムの設計と利用が可能になる

ことや、（2）サプライヤーに関する情報の収集やコントロール・システムの設計と利用が取引

関係を取り巻く要因に影響を受けることが、質問票調査の結果を通じて統計的に明らかにされ

てきた。しかし、これまでの研究は、とくに会計情報に焦点を当てたものではないことから、

会計情報が組織間のコントロール・システムの設計と利用にどのような影響を与えているのか、

さらに、組織間のコントロール・システムの中で会計情報がどのように位置づけられているの

かといったテーマについては、十分に検討してこなかったといえる。そこで次節では、購買管

理の会計情報である TCO に注目し、その議論の動向について整理する。

3 　TCO に関する議論の整理

　TCO は、購買部品（資材、設備なども含む）の価格だけでなく、購買に関連するさまざまな

コストを含む概念として、とくに1990年前後から欧米のロジスティクスやコスト・マネジメン

トの領域で盛んに議論されてきた5）。例えば、Carr & Ittner （1992）は、購入部品の価格だけで

なく、購買のコスト（発注などのコスト）、所有のコスト（保険や陳腐化などのコスト）、品質

不良のコスト（再調達やスクラップなどのコスト）、配送不良のコスト（割増配送や販売機会の

喪失などのコスト）を含めて、サプライヤーを評価すべきであると主張している。また、Ellram 

& Siferd（1993）は、TCO に関連する活動として、価格関連活動、品質関連活動、配送関連活

動、コミュニケーション関連活動、サービス関連活動、管理関連活動の 6 つをあげるとともに、

これらの活動にかかわるコストを幅広く測定し、意思決定、交渉、プロセス分析の改善に役立

てるべきであると主張している（図表 2 ）。

図表 2：TCOに関連する活動
（出所：Ellram & Siferd，1993，p.166．を参考に筆者作成）

5 ）	 Ellram & Siferd（1993）は、TCO の基本的な考え方が1920年代の文献にも見られることや、その一方で
事務手数がかかるため議論がその後十分に蓄積してこなかったことを指摘している。
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　TCO は、上述のように、サプライヤーを管理するための会計情報であり、購買部品の価格以

外の多様な会計情報を含めたものである。このような購買管理への広範な会計情報の測定と利

用が注目される主要な背景には、欧米でのサプライヤー関係の見直しをあげることができる。

すなわち、欧米企業では、それまで短期的な視点から購買価格を基礎としてサプライヤーを評

価してきた（Helper，1991；Sako，1992）。しかし、1990年前後における日本企業の隆盛を受け

て、長期的な視点からサプライヤーを評価し、協力的な取引関係を構築することが、欧米企業

でも求められるようになった（Carr & Ittner，1992；Ellram & Siferd，1993）。こうした変化

を受けて、購買部品の価格だけでなく、取得、利用、メンテナンスにかかわるコストを含めた

TCO が、実務家向けの雑誌を中心に広く紹介され、その後、TCO の導入状況、計算システム、

有用性などが議論されるようになったといえる。

　例えば、Carr & Ittner（1992）は、伝統的な原価計算システムでは購買部品の価格以外の追

加的コストが無視されてきたことから、購買のコスト、保有のコスト、品質不良のコスト、配

送不良のコストを測定し、追加的なコストが高いサプライヤーを誤って選択しないようにする

必要があることを指摘している。また、Ellram（1993）は、NAPM（National Association of 

Purchasing Management）のメンバーを対象と実施した質問票調査を基礎として、回答者の多

くが TCO について理解があり、その導入や利用に対して肯定的であったことを報告している6）。

加えて、Ellram（1995a）は、TCO 導入企業を調査し、その目的や計算システムがさまざまで

あったことを報告している。ここでは、TCO の目的として（A）「サプライヤーの選択」、「サ

プライヤーの評価」、「プロセス・リエンジニアリング」をあげ、計算システムの区分として（B）

「価値ベース（コスト金額を個別に集計せず一定の比率を設定して TCO を算定するもの）」と

「金額ベース（コスト金額を個別に集計して TCO を算定するもの）」、さらに、（C）「標準モデ

ル」と「特殊モデル」をあげている。その上で、この研究は、これら 3 つの分類基準（A から

C の分類基準）をもとに、11企業（石油企業 1 社：①、半導体企業 2 社：②と③、半導体コン

ソーシアム 1 社：④、電気通信企業 1 社：⑤、国防・電機企業 1 社：⑥、電機・コンピュータ

企業 1 社：⑦、輸送用機器企業 1 社：⑧、医薬品企業 1 社：⑨、国防・航空企業 1 社：⑩、プ

ロセス産業企業 1 社：⑪）において導入される TCO を整理している（図表 3 ）。

　また、TCO の計算システムについて、Ellram（1995b）は、活動ごとにコストを集計する原

価計算システムである ABC（Activity-Based Costing）が、TCO の測定に有益であると主張し

ている。同様に、Degraeve & Roodhooft（2001）は、購買部品の価格以外の隠れたコストを把

握するため、ABC を利用した単純な計算システムが必要であると指摘するとともに、TCO に

関する活動を「ユニット・レベル」、「発注レベル」、「サプライヤー・レベル」という階層ごと

に区分する必要があると主張している。加えて、こうした TCO に関する活動の階層性を前提

6 ）	 この研究では、1991年に NAPM のメンバーを対象とした質問票調査を基礎に、回答者の85％が TCO に対
して理解があり、69％が TCO の導入や利用に肯定的であったことを報告している。
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として、Roodhooft et al.（2003）は、 3 M でのパーケージ製品の購買に関するシミュレーショ

ンを実施し、単一のサプライヤーからの購買に集約することで TCO が10％程度低減する可能

性があることを明らかにしている。加えて、Degraeve et al.（2005）は、国際的な情報通信企

業のヨーロッパ部門における部品（レジスター、トランスフォーマー、PCB）の購買に関する

シミュレーションを実施し、単一のサプライヤーから購買することで TCO が 6 ％から14％程

度低減する可能性があることを明らかにしている。こうした ABC を基礎とする TCO のシミュ

レーションは、サプライヤーにかかわる意思決定やサプライヤーとの交渉に対して、TCO が大

きく貢献する可能性があることを示しているといえる。

　さらに、TCO の有用性について、Roodhooft et al.（2005）は、意思決定やサプライヤーとの

交渉だけでなく、プロセス分析にも役立ち得ることを指摘している。ここでは、公共サービス

のサプライヤー（ENERGY：仮名）が、自社のサービス提供に伴って発生するバイヤー

（CLIENT：仮名）側のコストを明らかにするため、バイヤーと共同してエネルギー消費フロー

を作成し分析した事例を紹介している。こうした取り組みを通じて、サプライヤー側には信頼

関係やコミュニケーションの改善などの利益がもたらされ、一方のバイヤー側にはコスト構造

や意思決定の改善などの利益がもたらされたことが、この事例を通じて明らかにされている。

加えて、Van den Abbeele et al.（2009）は、208人のマスター・プログラムの学生を対象とし

た実験室実験（「TCO 情報」と「伝統的コスト情報」、および、「同じ交渉力」と「低い交渉力」

の設定からなる 2 × 2 の実験）を基礎に、とくにバイヤーの交渉力が低く TCO 情報が利用可

能な状況であれば、バイヤーは共同問題解決行動を通じて利益を獲得する傾向があることを明

らかにしている。このことは、上述の Ellram（1995a）で示したように、TCO を支援する計算

システムが状況に応じて多様であるだけでなく、TCO の有用性そのもの（すなわち、意思決

定、交渉、プロセス分析の改善といった取引相手へのコントロールにかかわるもの）も、バイ

ヤーを取り巻く状況に影響を受けることを意味しているといえる。

　以上、TCO に関するこれまでの議論について見てきたが、これらの内容を要約すると次のと

おりである。

（1）	TCO は、購買部品（資材、設備なども含む）の価格以外の多様なコストを含めた広範

図表 3：TCOの導入状況

価値ベース 金額ベース
標準モデル 特殊モデル 標準モデル 特殊モデル

サプライヤーの選択（新規） ③　⑥　⑧　⑪ ②　③　④　⑦ ②
サプライヤーの評価（既存） ③ ① ⑤　⑦
プロセス・リエンジニアリング ⑨　⑩
� （出所：Ellram，1995a，p.17. を参考に筆者作成）
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な会計情報であり購買管理に役立てることを目的としたものである。

（2）	TCO の背景として、サプライヤーとの長期的な協力関係の構築といった欧米における

サプライヤー関係の見直しがあげられる。

（3）	TCO の基礎として、活動ごとにコストを集計する ABC といった計算システムの整備

があげられる。

（4）	TCO の有用性として、サプライヤーにかかわる意思決定、交渉、プロセス分析の改善

など組織間のコントロールへの貢献があげられる。

（5）	TCO の基礎となる計算システムやその有用性は、バイヤーを取り巻く状況に影響を受

ける。

　これらの点を踏まえて、次節では、とくに会計情報の役割に関する組織間管理会計の研究課

題を提示することにしたい。

4 　会計情報に関する組織間管理会計の研究課題

　組織間管理会計の既存研究は、取引相手であるサプライヤーからの情報の収集が組織間のコ

ントロール・システムの設計と利用にどのような影響を与えるのかについて検討してきた

（Mahama，2006；Dekker & Van den Abbeele，2010）。これらの研究は、サプライヤーに関

する多様な情報の収集が、コントロール・システムの設計と利用に直接的に影響を与えること

を前提としてきた。しかし、TCO に関する議論、とりわけ、計算システムの整備に関する議論

から分るように、収集されたサプライヤーに関する多様な情報は、そのままのかたちで利用さ

れるのではなく、バイヤーによって会計情報に変換された上で利用されることも考えられる。

そのため、同じようにサプライヤーの工程や技術に関する情報を収集していたとしても、計算

システムの整備の程度に応じて、組織間のコントロール・システムの設計と利用が異なること

も想定される。ここから、多様な情報の収集とコントロール・システムとの直接的な関連性だ

けでなく、多様な情報の収集と計算システムの整備との関連性や、計算システムの整備とコン

トロール・システムとの関連性などについても検討していくことが、今後の研究課題の一つと

してあげられる。

　また、組織間管理会計にかかわるこれまでの統計的実証研究は、組織間でのコントロール・

システムとしてサプライヤーとの契約の内容を中心に取り上げてきた（Anderson & Dekker，

2005；Dekker，2008）。しかし、TCO に関する議論、とりわけ、TCO の有用性に関する議論か

ら分るように、多様な情報を基礎としてバイヤーが算定した会計情報が組織間における多様な

活動の達成目標となり、かつ、組織間での一連の活動を制御するためのコントロール指標とし

て機能することも想定される。そのため、同じような内容の契約をサプライヤーと締結してい
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たとしても、目標として事前に設定する会計情報の範囲や詳細さの程度に応じて、バイヤーに

よるコントロール・システムの実態が大きく異なることも考えられる。すなわち、目標として

の会計情報は、取引相手であるサプライヤーとの契約の内容、および、これに先行するサプラ

イヤーからの情報収集や計算システムの整備から独立して設定されるとは考えにくいため、こ

れらの要因の関連性を検討していくことが、もう一つの研究課題として考えられる。

　さらに、これら二つの研究課題で示された関連性は、TCO に関する議論でも多く見られるよ

うに、バイヤーを取り巻く状況に影響を受けることが想定される。そのため、取引関連要因が

計算システムの整備や目標としての会計情報に与える影響や、取引関連要因がこれら二つの要

因と他の要因（多様な情報の収集、契約の内容など）との関連性そのものに与える影響につい

ても、検討していくことが必要である。これを通じて、計算システムが整備される状況や目標

としての会計情報が設定される状況を把握することができるようになり、会計情報が組織間で

のコントロール・システムの設計と利用にどのような影響を与えているのか、および、組織間

のコントロール・システムの中で会計情報がどのように位置づけられているのかといった課題

に取り組むことができるようになると考えられる。

　なお、ここで示した二つの研究課題は、日本において豊富に蓄積される日本的管理会計の既

存研究と共通する点を有している。具体的には、原価企画におけるコストテーブルに関する議

論（岩淵・手島，1997；谷，1999）や、原価企画における目標原価の設定とサプライヤーとの

交渉に関する議論（加登，1993，1994；Tani et al.，1994）は、ここで提示した研究課題に取

り組む上で具体的な示唆を提供するだろう。

5 　結びにかえて

　本研究では、組織間のコントロール・システムの設計と利用における会計情報の役割に取り

組むための基礎を提供するため、購買管理の会計情報として欧米を中心に研究が進展する TCO

に関する議論を整理し、これを踏まえて今後の組織間管理会計の研究課題を明らかにしてきた。

その結果、多様な情報の収集と組織間のコントロール・システムとの直接的な関連性だけでな

く、計算システムの整備の程度を含めてその関連性を検討する必要があることや、サプライヤ

ーと締結した契約の内容だけでなく、目標として設定された会計情報の範囲や詳細さを組織間

のコントロール・システムの中に位置づける必要があることを、今後の研究課題として提示す

ることができた。これら二つの研究課題は、同時に、過去において日本で蓄積された原価企画

などの日本的管理会計の議論と共通する部分が見受けられる。そのため、ここで提示した研究

課題に取り組むことは、組織間における会計情報の役割を明確にし、組織間管理会計研究の今

後の進展に貢献するだけでなく、日本的管理会計でかつて議論されてきたことを経験的に検証

するという意味合いを持つ。後者の側面を考慮すると、ここで提示した研究課題は、とくに日
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本の管理会計研究者にとって重要であるのかもしれない。
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